
○南あわじ市教育委員会後援等の承認に関する要綱 

令和２年12月25日 

教育委員会告示第19号 

改正 令和５年８月10日教育委員会告示第15号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、南あわじ市教育委員会（以下「教育委員会」という。）

以外の団体が実施する行事その他の事業（以下「事業等」という。）に対し、

教育委員会が後援又は共催（以下「後援等」という。）を行う場合の基準及

び手続き等について、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 後援 事業等の趣旨に賛同し、教育委員会が経費の負担をせず、対外的

に奨励することをいう。 

(2) 共催 事業等の企画又は運営に関わり、共同主催者として責任の一端を

担うことをいう。 

（後援又は共催の名義） 

第３条 後援又は共催について、その名義使用を承認するときの表示は、「南

あわじ市教育委員会」とする。 

（対象団体） 

第４条 後援等を承認する団体は、事業等を実施する団体であって、次の各号

のいずれかに該当するものとする。 

(1) 国又は地方公共団体 

(2) 学校（学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校をいう。）

又はその連合体 

(3) 公益法人、社会教育関係団体、又はこれらに準ずる団体 

(4) 教育の振興に関する事業を行うことを主たる目的とし、次の要件のいず

れをも満たす団体 



ア 特定の政党又は宗教に関係のない団体 

イ 堅実な活動実績を有すること等により、事業等の遂行能力があると認

められる団体 

ウ 主催者の存在が明確で、規約、役員組織、事務局及び経理機構が整備

されている団体 

エ 特定の主義主張の浸透を図る目的を有さず、教育委員会の中立性を損

なわない団体 

(5) 前各号に掲げるもののほか、特に教育委員会が適当と認める団体 

（後援又は共催の対象事業等） 

第５条 後援又は共催を承認する事業等は、次の各号のいずれにも該当するも

のとする。 

(1) 公益に反しないこと。 

(2) 文化、芸術又はスポーツの振興その他市民の福祉の向上に寄与するもの

であること。 

(3) 宣伝及び営利を目的としていないこと。 

(4) 会員の勧誘を目的としていないこと。 

(5) 特定の団体等の利害に著しい影響を及ぼすおそれのないこと。 

(6) 一般の参加者を制限し、又は排除しないこと。 

(7) 特定の政治又は宗教の問題と関わりがないこと。 

(8) 教育委員会の中立性を損なうおそれがないこと。 

(9) 教育委員会の施策に関する方針に反する事業でないこと。 

(10) 事業等を開催する上で、公衆衛生、安全管理、災害防止等について必

要な設備の設置等の対策が講じられること。 

(11) 開催日時が適切であること。 

(12) 入場料、出品料、参加費等を徴収する場合は、その額が社会通念上相

当と認められる額であること。 

(13) 必要な官公署への届出等の手続がとられていること。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育長が特に不適当と認めたものは、後援等を



しないものとする。 

（申請） 

第６条 後援等の承認を受けようとする団体（以下「申請団体」という。）は、

後援にあっては事業等の開始日から起算して30日前までに、共催にあっては

事業等の開始日から起算して60日前までに後援等承認申請書（様式第１号）

に次の各号に掲げる書類を添えて、教育長に提出しなければならない。この

場合において、教育長が特に認めるときは、添付書類の一部を省略すること

ができる。 

(1) 定款、規約又は会則等 

(2) 役員名簿 

(3) 事業等計画書 

(4) 事業等の収支予算書 

(5) 活動実績書 

(6) 前各号に掲げるもののほか、教育長が必要と認める書類 

（承認） 

第７条 教育長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

後援等を承認するときは後援等承認通知書（様式第２号）により、承認しな

いときは後援等不承認通知書（様式第３号）により、申請者に通知するもの

とする。 

２ 教育長は、後援等の承認に当たり、必要な条件を付することができる。 

３ 共催の承認を受けた事業等について、教育長が経費を負担することを認め

る場合は、教育委員会及び申請団体が協議し、当該事業等の実施までにその

負担割合を定めなければならない。 

（承認に必要な条件） 

第８条 教育長は、後援等の承認に当たり、次に掲げる条件を付することがで

きる。 

(1) 承認された事業等以外に名義を使用しないこと 

(2) 承認された事業等で事故等が発生した場合は、主催者の責任において対



応及び処理し、直ちに教育長へ報告すること。 

(3) 教育長は承認された事業等における事故等に一切の責任を負わない。 

（届出事項） 

第９条 第７条第１項の規定により承認を受けた団体（以下「承認団体」とい

う。）は、次の各号のいずれかに該当したときは、直ちに教育長に届け出な

ければならない。 

(1) 承認団体が解散、合併又は名称変更をしたとき。 

(2) 承認を受けた事業等を中止したとき。 

(3) 承認を受けた事業等の内容を変更するとき。 

（承認の取消し） 

第10条 教育長は、承認団体が次の各号のいずれかに該当するときは、後援等

の承認を取り消すことができる。 

(1) 前条の規定による届出があったとき。 

(2) 第７条第２項に規定する条件に違反したとき。 

(3) 申請した内容に虚偽があったとき。 

(4) 法令及びこの告示の規定に違反したとき。 

(5) 事業等の運営に際し、教育委員会の信用を損なう行為が認められたとき。 

２ 前項の規定による取消しの効力は、承認の時点まで遡るものとし、当該取

消しに関し、当該団体その他関係者に損害が生じても、教育委員会はその責

めを一切負わない。 

３ 第１項第２号から第５号までの規定に該当して承認を取り消した団体に対

しては、今後原則として後援等の承認を行わないものとする。 

４ 教育長は、第１項の規定により承認を取り消した場合は、承認団体に対し、

後援等承認取消通知書（様式第４号）により通知するものとする。 

（報告書の提出） 

第11条 承認団体は、事業等終了後１箇月以内に、後援等事業実施報告書（様

式第５号）に事業等の関係資料及び収支決算書を添えて、教育長に提出しな

ければならない。ただし、教育長が特に認めるときは、収支決算書の添付を



省略することができる。 

（その他） 

第12条 この告示に定めるもののほか、後援等の承認に関し必要な事項は、教

育長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和２年12月25日から施行する。 

附 則（令和５年教育委員会告示第15号） 

この告示は、令和５年８月10日から施行する。 



 



 



 



 



 



様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第10条関係） 

様式第５号（第11条関係） 

 


